
津波防災地域づくりに関する法律の概要

○平成23年12月７日、「津波防災地域づくりに関する法律」が成立
○本法により、将来起こりうる最大クラスの津波災害の防止・軽減のため、全国で活用可能な制度を創設。

基 本 方 針 （国土交通大臣） 平成23年12月27日

都道府県は津波による災害の発生のおそれがある沿岸の陸域及び海域に関する地形、地質、土地利用の状況その他の
事項に関する調査を行う。

都道府県知事は、基本指針に基づき、かつ基礎調査の結果を踏まえ、津波浸水想定（津波があった場合に想定され
る浸水の区域及び水深）を設定し、公表する。

市町村は、基本指針に基づき、かつ、津波浸水想定を
踏まえ、津波防災地域づくりを総合的に推進するため
の計画（推進計画）を作成することができる。

都道府県知事は、警戒避難体制を特に整備すべき土地
の区域を津波災害警戒区域として、または開発行為及
び建築を制限すべき土地の区域を津波災害特別警戒区
域として指定することができる。

法律の概要（平成23年12月14日公布 平成23年12月27日一部施行、平成24年６月12日全部施行）

基礎調査の実施

津波浸水想定の設定

推進計画の作成 津波災害警戒区域等の指定


